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1970年代のおわりに英米の一部の経済学者や政治哲学者によって提唱さ

れた分析的マルクス主義は、現代の社会科学の諸領域で、得られた成果をもと

に、マルクス主義の社会改革の理論としての有効性を検証することを呂的と

している。〔分析的マルクス主義に関しては高増・松井編(1999)/ Mayer 

1994参照〕この分析的マルクス主義の提唱者の一人である G.A.コーエン

は、マルクスの思想の中核にある平等の理念を支持する一方、 CCohen2000 

prefaceJ ジョン・ロールズの f正義論jに代表される分配的正義の諸理論

と向き合う中で、その理念をより適切に反映するための独自の正義の構想を

試みている。〔彼が分配的正義の議論に取り組むに至った理由に関しては

ibid， ch. 6 / Cohen 1995 introduction参照〕そして、その試みの中でも特に

重要な位量を占めているのが、ロールズの正義の理論に対する批判を通じて

提示された、個人の選択と社会的エートスに関する議論である。

本稿の目的は、様々な論点が錯綜しているコーエンのロールズ批判の内容

を整理した上で、その批判の帰結として導き出される、個人の選択と社会的

エートスについての彼の主張を詳細に検討することである。まず、本稿の 1

章では、ロールズの格差原理をめぐるコーエンの批判について論じる。続い

て2章では、正義の原理の適用範囲から人々の日常的な選択を排除するロー

ルズ、の区分に対するコーエンの批判を検討した上で、彼がその批判から導出

するエートスに関する主張について考察する。さらに 3章では、この一連の

議論に関する先行研究に呂を向け、その解釈の不備を指摘することで、コー

エンの真意、をより明確にすることを試みる。

1 ロールズ的インセンティブ政策に対する批判

1 -1 人格関テストと包括的正当化

ロールズが正義の第二原理として提示した格差原理とは、ある不平等はそ
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れが社会において最も恵まれない人々の期待便益を最大にする場合のみ正当

化される、というものである。 (Rawls1999 p. 72Jロールズはこの原理を適

用するにあたって、次のような状況を想定している。

格差原理によれば、予期における格差が暮らし向きのより劣悪な集団を

代表する人物、すなわちここでは、未熟練労働者を代表する者の利益に

資する場合に限って、人生の出発点における見通しの不平等は正当化さ

れうる。つまり、予期の不平等が許容されうるのは、不平等の度合いを

低減することが労働者階級の暮らし 1I:lJきをさらに悪化させてしまいそう

な場合だけに限られる。-…一企業家に許された比較的高い予期は、労働

者階級の見通しを高めることに携わるよう彼らを奨励する。企業家の見

通しが比較的良好であることがインセンティブとして作用した結果、経

済過程の効率性の増大やイノヴ、ェーションの進行速度の上昇ーなどが招来

される。 Cibid，p. 68J 

ここではまず、各人が社会的協働を通じて得る成果の見通しにおける不平

等は、恵まれない人々の利益となる場合にのみ正当化される、という格差原

理の概要が示された後、その原理の適用の典型的なパターンを示す事例に言

及がなされる。それは、企業家に認められる相対的に大きな利益の見込みが

インセンテイブとして働き、彼らが生産性や技術水準の改善に積極的に取り

組むようになる結果、社会全体の経済的水準が向上し、恵まれない人々(こ

こでは未熟練労働者)の利益の見込みも増大する、というケースである。つ

まり、ロールズ、によれば格差原理とは、才能に恵まれた (1)富裕な人々に平等

な取り分以上の追加的な(つまり不平等な)利益を認めることで、よりよい

パフォーマンスのためのインセンティブを与え、それによって最も恵まれな

い人々の利益の向上を図る仕掛けとして理解される。

コーエンはこの原理自体は受け入れる。 (Cohen1992 p. 268Jそれは、(彼

自身その一員であるところの)社会主義的平等主義者たちが平等を支持する

根底には、社会の最下層にあって最も困難な状況に直面し、かつ適切な再分

配政策によって確実にその状況を改善できるはずの人々に対する関心が存す

るからである。 (ibid，pp. 266-7J (2)その一方で、彼が強く批判するのは、ロー

ルズが務差原理をインセンティフ、、の仕掛けと組み合わせる形で適用すること

である。コーエンはこの点を批判するにあたり、高所得者に対する所得税率

を現行の 40%から 60%に引き上げるべきか否かを決定する、という具体的
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な政策決定の場面を持ち出す。この場合、インセンティブ論と格差原理を組

み合わせるロールズの立場からは、ヲiき上げ反対の議論が次のように展開さ

れるはずである。 (ibid，p. 271] 

経済的な不平等は、最も恵まれない人々を物質的により豊かにする場合、

正当化される。(規範的前提)

最高税率が40%の場合、 (A)才能に恵まれた富者は、最高税率が60%

である場合よりも多くを生産する。そして (B) 最も恵まれない人々は

結果として、物質的により豊かになる。(事実的前提)

したがって、最高税率は 40%から 60%に引き上げられるべきではない。

この一連の議論をめぐるコーエンの批判は、それ(より厳密に言えば事実

的前提 (A))がある人から他の人に向けて発せられる特定の場面に注目す

る形で行われる。それは能力ある富者から恵まれない人に向けて発せられる

場面である。 (ibid，pp. 272“3J コーエンがこうした戦略をとるのは、「非人

格的な形 (impersonalform) Jで、つまり特定の発話者・開き手11号に菌定せ

ずに提示されたときには説得力を持つように見える議論も、特定の「人格1~9

の場面 (interpersonalsetting) J、すなわち特定の発話者・聞き手間に国定

すると、その説得力を失ってしまうことが起こりうるからである。 (ibid，pp. 

272-3J 

まず想起しなければならないのは、上記の議論の前提 (A) は才能ある富

者の行動に関する事実だということである。それを当該の富者自身が提示す

る場合、他の人がそれを主張する場合には生じないような要求、すなわちそ

の前提が真であることの妥当性を説明せよ、という要求が生じうる、とコー

エンは言う。というのもその事実を真たらしめているのは他ならぬ彼自身だ

からである。 (3)

このように、ある議論が特定の人格問の場面において生じる正当化の要求

に耐えうるものであるかを査定する手法をコーエンは「人格問テスト

(interpersonal test) Jと呼ぶ。彼によれば、このテストにかけられることで、

諸々の政策議論は「包括的正当化 (comprehensivejustification) Jに成功し

ているか否かを判断される。通常、ほとんどの政策議論は、社会の特定の集

団がその政策の実施によって一定の行動をとるであろうという想定を前提と

して組み込んだ形で行われる。包括的正当化とは、ある政策議論の正当化を、

その議論に前提として組み込まれている特定の社会集団の行動の正当化をも

G.A.コーエンのロールズ批判に関する考察 (3) 104 



含めて行うことを意味する。(ibid.pp. 279-80Jそして、ある政策議論がこ

の包括的正当化に成功しているか否かを検証するためには、人格問テストが

必要なのである。というのも、我々はこのテストによってはじめて、非人格

的な形式で提示される政策議論においてはあたかも所与の外生的データのよ

うに扱われがちな~寺定の人々の行動に関する前提にメスを入れ、それらの行

動の妥当性を追求することができるようになるからである。

1-2 インセンティブ選択の正当化の諸理由

それでは、才能に恵まれた富者のインセンティブを考慮して所得税率を低

い水準に止めようとするロールズ的立場の政策議論(以下ロールズ的インセ

ンティブ政策)は、果たして包括的正当化に成功するだろうか。その成否は、

所得税率が高い場合にはそれが低い場合ほど懸命に働かない、という自らの

選択(以下インセンテイブ選択)を才能ある富者たちが正当化できるか否か

にかかっている。以下、コーエンの論述に沿って、ロールズ的インセンテイ

ブ政策を支持する富者の側から予想、される、彼ら自身の行為に関する正当化

の理由を検討する。ただし、ここで検討される諸理由の中には、功績(生産

過程における貢献度に見合った報酬に値するという考え)や権原(労働力は

各人の私的所有物であるから、それを投入して得た成果に対して各人は排他

的な権利を有するという考え)といったリバタリアン的論拠は含まれない。

コーエンはその理由として、これらの論拠が極めて論争的な道徳的基盤であ

ることと、ロールズ自身がこうした考えに否定的であること [Rawls1999 

sec. 17Jの二つを挙げる。 [Cohen1992 pp. 286-7)このことを踏まえた上で、

ここでの向いを再度定式化すれば、それは「富者は自らのインセンティブ選

択を、功績や権原といった論拠によらずに正当化することができるかJとな

る。

まず検討されるのは、誰であれ現在の富者と同じ立場に立てば彼らと i可様

の選択を行うはずだ、という反事実的な予測を月3いた正当化である。もし、

富者がこの予測を持ち出すことで、自らの選択は恵まれた地位に霞かれた者

なら設もが有する傾向に従ったものであると説明できれば、その選択に対す

る人々の理解を得やすくなるかもしれない。しかし、これに対しては、反事

実的な状況において人々がどのように振る舞うかを知ることなど誰にもでき

ないのだから、人々がここで提示された予測とは異なる選択をする可能性も

否定できない、と指摘することで十分反論可能である。というのも、この議

論の効力は、恵まれた境遇にある者は皆現在の富者と同じ選択をするはずだ、
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という予測の信湿性に依存しているからである。さらに、仮にその予測が信

用に足るものであったとしても、そのことは富者のインセンテイブ選択がそ

の地位にある者にとって典型的なパターンであることを示すに過ぎず、それ

が妥当か否かは依然として論証されていない。 以上の理由から、反事実iねな

予測に基づく正当化は十分に機能しているとは言い難い。 (ibid，pp. 301-2J 

次にコーエンが検討するのは、功績や権原を考慮しないとしても、人は一

定の合理的な範囲において自己利益を追求する権利を有するのだから、イン

センテイブ選択はそうした利益追求の一環として何ら不当なものではない、

という正当化のパターンである。コーエンはこうした f穏当な自己利益への

権利 (amodest right of self-interest) J自体は許容する。しかし、その権利

は富者のインセンティブ選択を正当化する論拠として十分ではない、と彼は

言う。というのも、功績や権原が労働の質・量に応じた不平等な財の分配を

無制限に許容するのとは異なり、穏当な自己利益への権利には、社会的相克

のlill避という観点から、人々の間に深刻な不平等をもたらす利益追求の行為

を制限する内在的制約が含まれているからである。そうした制約がある以上、

この権利は、才能に恵まれた富者と恵まれない人々の問にしばしば生じうる

著しい不平等を念頭に撞く場合、自己利益の追求という観点からなされる富

者の選択を正当化できるほど強力なものとは言えない。 (ibid，pp. 302-3J (1)そ

して、以上の考察から、富者は功績や権原に依拠することなしに自らのイン

センティブ選択を正当化することはできない、とコーエンは結論づける。

(ibid， p. 304J 

1-3 正当化の共同性

それでは、才能に恵まれた富者が自らのインセンティブ選択を正当化でき

ないということは、そしてその結果、ロールズ的インセンティブ政策が包括

的正当化に失敗するということは、一体何を意味するのだろうか。コーエン

によれば、こうした事態が意味するのは、富者と社会の他の成員の関の共同

性の欠如、それも民主的な政治社会に不可欠な「正当化の共同性 (justi五catory

community) Jの欠如である。ここでいう正当化の共向性とは、ある政策に

前提として組み込まれることで社会の他の成員に対し一定の影響を及ぼすよ

うな選択を行う者は、その選択を正当化しなければならない(換言すれば、

ある政策を支持する議論は包括的正当化に取り組まなければならない)とい

う規範が共有されている社会に存在する共同性である。 (ibid，p. 282J この

種の共同性の重要さは、それが欠如した社会、つまり社会の特定の集団が正
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当な理由もなく(あるいはそうした理由を提示する意思すらなく)行った選

択が政策に組み込まれ、結果としてその選択が社会の他の成員に影響を及ぼ

すような社会を想像すれば明らかであろう。というのも、そこでは、社会の

他の成員にとって理解や交渉の余地もない不透明で外在的な要素が社会的意

思決定の過程に組み込まれているのであり、民主的な社会にあってはすべて

の人に対して I~f~かれているべき社会的意思決定の過程の一部が(不当に)閉

ざされているからである。(ibid，p. 283J インセンテイブ政策は人格問テス

トにかけられることによって、こうした重要な社会的基盤と矛盾する性格を

露呈する。 (ibid，pp. 285-6J 

ロールズ的インセンティブ政策がもたらすこのような社会的帰結は、格差

原理を採用する社会の成員が抱くはずの「友愛 (fraternity)Jの理念と整合

しないように思われる。ロールズによれば、格差原理を支持する人々は、家

族の成員が残りのメンバーの利益も増進しつつ自らの利益を手に入れること

ができなければ自分だけ得をしたいとは望まないように、暮らし向きのあま

りよくない他者の便益にならないとすれば、より大きな利益を占めることを

望まない。 (Rawls1999 pp. 90-1Jつまり、彼らは一一一そこには当然インセ

ンティブ政策を唱える富者も含まれていなければならない一一同じ社会に属

する他者に、あたかも家族内部におけるような尊重と配慮をもって接する存

在として搭かれているのである。だが先の議論を踏まえれば、こうした描写

を素震に受け入れることはできない。なぜなら、ここでは、一方で友愛の理

念の実現に熱心なはずの富者たちが、他方、その友愛の観点から最大限の配

慮と尊重を誓った恵まれない人々との問に、共に社会を営むために欠かせな

い共同性を築こうとしない、という事態が生じているからである。富者が格

差原理を支持するときに示す他者への友愛と、彼がインセンテイブ選択を行

うときに露わになる、社会の対等なパートナーとしての他者への認識の欠如、

この両者の関には何らかの断絶があると見なければならないだろう。

さらに、ロールズ、は正義の諸原理によって統制される社会の特徴として、

「全員が正義に員IJった振る舞いをなし、正義に適った諸制度を維持する上で

の役割を果たす」という(正義の諸原理の)r厳格な遵守 (strictcompliance) J 

が満たされていることを挙げるが、 (ibid，pp. 7-8Jそのような遵守の下でそ

もそもインセンティブ選択が行われるのか、という点にも疑問が生じる。と

いうのも、富者が厳格に遵守するはずの格差原理の白的(最も恵まれない人々

の便益の最大化)に照らして、インセンティブ選択以上に望ましい選択(税

率の引き上げ、の前後で同じパフォーマンスを維持すること)が明らかに存在
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するからである。

このように考えると、インセンテイブ選択を行う富者は、ロールズ自身が

tNiく正義の諸原理に基礎づけられた社会、すなわち友愛の理念や厳格な遵守

を特徴とする社会にとって異質な存在であるように患われる。コーエンが「イ

ンセンティブのための〔追加的な〕報酬を正当化するために格差原理が用い

られるとき、彼ら〔才能に恵まれた富者〕は、格差原理を支持する社会の外

部にいると見なされなければならないJCCohen 1992 p. 269) と述べるのは、

この意味においてである。コーエンによるロールズ的インセンティブ政策へ

の批判が明らかにしたのは、ロールズの構想の内部における、インセンテイ

ブの容認と正義に適った社会についての描写の間の不整合である。

2 構造と選択

2-1 基本構造に基づく反論

以上の批判に対しては、しかし、ロールズを支持する立場から次のような

反論が予想される。すなわち、正義の諸原理によって統制されるのは f社会

の基本構造 (thebasic structure of society) Jであり、その構造の内部で、人々

が呂常的に行う選択ではない。 [Rawls1999 pp. 6-7) ここから、友愛や厳格

な遵守という特徴づけによって想定されているのは、人々が正義の原理に基

づく諸制度に忠実に従う社会であり、彼らが臼常的選択の場面にまで正義の

原理を適用させることは期待されていない、と言える。したがって、人々が

日常的な場面でいかなる選択を行おうと、正義の原理に基づく諸制度に抵触

しない限り、彼らは友愛や厳格な遵守に特徴づけられる、正義に適った社会

の成員として十分な資格を有する。この反論を本稿のこれまでの議論に即し

た形に直せば次のようになるだろう。すなわち、インセンティブ政策は格差

涼理に基づくものであり、富者はそれを支持する限り、正義に適った社会の

成員としての資格を持つのだから、日々の経済活動において彼が格差原理の

観点から必ずしも最善とは言えない選択を行い、それをうまく正当化できな

かったとしても、その資格を失うことはない。

この反論は先のコーエンによる批判を呂避する上で有効で、あるように見え

る。しかし、コーエンはこの反論の核心をなす、正義の諸原理は社会の基本

構造に適用されるものであり、その構造の範囲内で行われる各人の選択を支

配するものではない、という命題が、ロールズの構想に新たな問題をもたら

すと主張する。
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コーエンはまず、「正義の第一義的な主題 (theprimary subject of justice) J 

とされる基本構造が、ときとして法的強制力を持つ諸構造のみならず、それ

を持たない構造(例えば一夫一婦制の家族)まで含むものとして描かれてい

る (ibid.p. 6J ことに注目する。 (Cohen2000 p. 137J例えば家族について

考えてみると、それは法律の条文に依拠することではじめて成立するという

より、むしろ社会的な慣習や慣行一一それらは、人々に広く受け入れられて

いるものの、明文の規定も法的強制力も持たない社会的規範で、あると言える

一一一に強く依存する形で形成されており、法律はそれに事後的かつ形式的な

承認を与えるものでしかないと言えるだろう。コーエンは、この家族に代表

される一部の非強制的構造が基本構造に含まれるとき、正義の主題から特定

の行動を排除することはできなくなる、と言う。 (ibid.p. 137Jその理由は

以下の通りである。非強制j的構造は慣習や慣行といったインフォーマルな拘

束力によって構成されているが、そうした拘束力は各人の日常的選択によっ

てはじめて現実のものとなる。より具体的に言えば、慣習や慣行は人々がそ

れに従う選択をすることを通じてしか、(他の人々に対して)その拘束力を、

そしてその存在自体を維持できないのである。ここから、非強制的構造は人々

の選択によって部分的に構成されていると言える。したがって、ロールズは

一部の非強制的構造を基本構造に含めることで、それと不可分に結びついた

人々の選択に関しても、正義の主題から除外することはできなくなるのであ

る。 (ibid.pp. 137-8J 

ロールズ支持者は、あるいは、基本構造の範囲を法的強制力を持つ諸構造

に限定することで、この帰結を回避しようとするかもしれない。しかし、コ

ーエンによればそうした限定は、ロールズの理論の内部により深刻な帰結を

もたらすことになる。その帰結は、ロールズ自身が基本構造を正義の主題と

する理由を次のように述べていることと関係している。

主要な諸制度は人間の権利と義務を規定するとともに、人々の暮らしの

見通し、すなわち、予期しうる自分たちの生活状態および希望しうる自

分たちの暮らし向きに対して影響を及ぼす。基本構造が正義の第一義的

な主題となるのは、その影響力が極めて甚大で、あり、出発点からその影

響力が存在しているからである。 (Rawls1999 pp. 6-7J 

ここで提示されている理由(社会生活の出発点から人々の暮らしの見通し

に甚大な影響を及ぼすこと)に照らせば、少なくとも一部の非強制的構造は
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確実に基本構造に含まれなければならないはずで、ある。そのことは、再び家

族について考えてみれば明らかであろう。なぜなら、今日の百本においても

根強く残る家族内の性別による役割分担の傾rbl(S)は、特定の性(女性)に生

まれた人々の暮らしの見通しに社会生活のスタート地点から深刻な影響を与

え続けるからである。このように、一部の非強制約構造はロールズ自身が述

べる基本構造の要件を明らかに満たすのだから、「もしロールズが強制的な

構造へと後退するならば、彼は正義の判定についての彼自身の基準と矛盾し、

そして、彼の主題については、恋意的に狭い定義に頼らざるをえなくなる」

(Cohen 2000 p. 139)のである。ロールズは今や、正義の主題に関する自ら

の基準と矛盾する、この恋意的な選別と排i徐から自らの理論を救い出すため

には、一部の非強制的構造とそれを部分的に構成する人々の選択を、正義の

主題として正当に扱うよう迫られることになる。 [ibid，p. 139) 

2-2 社会的エートス

コーエンは以上の議論から「ある社会の正義は、その立法構造の関数、つ

まり法的に命令的なルールの関数でしかないのではなく、そのルールの枠組

みの中で人々が行う選択の関数でもあるJ[ibid， p. 127)と結論する。そし

てこの結論は、コーエンによれば、社会正義をめぐる議論の中に社会的エー

トスという議題が加えられることをも意味するのである D というのも、人々

の日常的な選択の一部が正義の主題に含まれ、正義の原理の適用のi直接的な

対象になるときには、その適用がJ確実になされることを担保する何らかの仕

組みが必要になるが、強制的なルールにその役割を担わせることは不可能か

っ不当だからである。一般にルールは、それに違反した振る舞いを摘発し是

正することができるときにはじめて実効性を持つと言えるが、 iヨ常的選択を

対象とする場合、この意味で、の実効的なルールを設計することは不可能であ

る。それは、基本構造の内部で行われる人々の日常的な選択を;逐一点検する

ことなどできないからである。また、日常的な選択の場面で人々にルールを

絶えず考慮するよう要請することは、彼らの自由を危うくする点で、不当でも

ある。 [ibid，p. 128)コーエンはこのような理由から、強制的ルールの設置

ではなく社会的エートスの改変によって、人々を正義に適った選択へと導く

べきだと考える。

それでは、ここでいうエートスとは何か。コーエンの論述を総合的に解釈

すれば¥それは特定の選好(6)のパターンを導く心理的な傾向であると言える

だろう。 [ibid，p. 145)その特徴は、先に触れた社会的慣習・慣行と対比さ
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せることでより明確になると思われる。すなわち、それらのインフォーマル

な拘束力が、各人の持つ選好の体系のいわば外側から特定の選択を行うよう

に働きかける(つまり「あなたが仰を好み侭を欲するかはさて置き、あなた

は次のように選択すべきだ」という形で)王力をかける)のとは異なり、エー

トスは各人の選好そのものに働きかけることで、彼らの選択により直接的か

っ強力な影響を及ぼすものである。

さらに、エートスが選択に及ぼすこうした影響と、先述の慣習・慣行と選

択の関の依存関係一一一慣習・慣行の拘束力は人々の順応的な選択によって顕

現し、その働きかけを受けた他の人々が同様の選択を行うことで当の拘束力

が補強される一一ーを踏まえれば、エートスは人々の選択のみならず、それに

よって構成される慣習・慣行に対しても基底的な役割を担っているはずであ

る。「社会のエートスとは一連の情緒と態度であって、社会の標準的慣行や

インフォーマルな圧力が現在の姿になっているのは、その力のためであるJ

(ibid， p. 145J という一文はそのことを意味していると思われる。 以上の考

察から、コーエンのいうエートスとは、人々の選好構造を根底において左右

する心理的な傾向として働くことで、彼らの選択に重大な影響を及ぼし、そ

の結果、慣習・慣行といった社会的規範にさえ影響を与えるものであると言

うことができる。 (iJ

エートスが持つこの波及的な影響力を考慮すれば、既存のエートス一一コ

ーエンによれば、それは自己利益の最大化を促すエートスである [ibid，p 

144J一ーのあり方を変容することで、人々を正義に適った選択へと誘導す

ることは可能であると思われる。しかし、それが可能となるのは、より具体

的にはどのような過程を通じてであろうか。コーエンはこの点について藍接

言及してはいないが、彼が別の事例(性差別を是認しないエートスや環境へ

の配慮を促すエートスの浸透によって人々の行為が次第に変わっていくケー

ス)について説明する個所を参照すれば、 [ibid，pp. 143-4Jその過程は次の

ようになるだろう。まず、教育や家庭環境等の影響で、社会のごく一部の人々

の中に芽生えた平等主義的なエートス一一一コーエンが幾つかの偲所で述べて

いることを踏まえれば、この場合必要とされるのは必ずしも平等そのものを

希求するエートスでなく、例えば食欲さを是認しないエートスや勤労を促す

エートスであってもよい [ibid，p. 132 / p. 144 / p. 212 footnote 31)一一ーが、

その人の選好を、さらには選択を変え、その選択を目の当たりにした他の人々

の一部に(それ以外の人々の自には単に奇異な振る舞いとしか映らないかも

しれないが)、同種のエートスが芽生え、彼らの選択もまた変化する。そう

97 (10) 



した過程の繰り返しによって新たな社会的規範が形成され、その拘束力が維

持されれば、依然として既存の自己利益最大化のエートスの影響を受けてい

る他の人々にとっても、平等主義的な選択は当初ほど苦痛に満ちた、奇異な

振る舞し、とは見なされなくなる。そして、最終的には自己利益の最大化を図

る選択を維持することの方が、それを放棄することより困難だと感じられる

ほどに社会的圧力が強化され、その結果、人々の選択における正義が広範に

達成されるようになる。社会的エートスの改変によって人々を正義に遮った

選択へと導くコーエンの戦略は、このような過程を想定していると考えられ

る。 (8)

3 理想と現実

ロールズへの批判から社会的エートスの変革の必要性を導くこれまでのコ

ーエンの議論を、理想と現実という観点から捉える試みに松元 (2012)があ

る。それによれば、コーエンのロールズ批判の趣旨は次のようなものになる。

すなわち、正義の構想は理想社会を追求する「理想理論Jでなければならな

い。ロールズの理論は、正義の原理に基づく社会を厳格な遵守によって特徴

づけることで部分的にはこの理想理論としての性格を有する。しかし彼は他

方、富者のインセンティブ選択を所与とすることで、正義の原理が適用され

る理想社会にあっても現実社会同様の利己的な行為が行われることを容認し

てしまっている。これは現実に対する無用の譲歩であり、真の理想、社会を描

くためには利己的な行為を所与とするのではなく、その改変を呂指さなけれ

ばならない。〔同論文 134 ~ 7頁〕これが氏の解釈によるコーエンの批判

の趣旨である。つまり、氏によれば、コーエンは理想主義の立場から「ロー

ルズの規範理論は本来はるかに遠大な理想を描くことができたのに、そうし

なかったのは現実主義的すぎるJ[同論文 132真〕と批判しているのである。

しかし、この解釈はコーエンの批判の形式を見誤っている。というのも、

コーエンは自らの判定基準一一一氏によればそれは理想主義ということになる

ーーを持ち出し、それにロ一ルズの理論を当てはめた上で

そうとしているのでで、はなく、すでで、に見たように、ロールズが各所で展開して

いる議論の関の不整合を問う、という内在的な批判の形式をとっているから

である。

そして、仮にコーエンの批:1:1jを理想、と現実という観点から特徴づけること

が許されるとしても、コーエン郎理想主義、ロールズ却現実主義という区別

G'A.コーコニンのロールズ批判に関する考察 (11) 96 



はあまりに一面的である。というのも、経済的選択に追られた諸個人がいか

に振る舞うべきかという問題を正義の主題から排除するロールズに対し、コ

ーエンがエーストの主張を通じて個人の選択の問題に踏み込んだ背景には、

「私には、もはや、動機づけの利己心を認めても構造が結果の不平等を防止

してくれる、とは思えなくなったJCCohen 2000 p. 119J という言葉に端的

に示されるところの、現実に対する深刻な認識が存するからである。つまり、

正義に適った諸制度さえ確立すれば、その下で各人がいかに振る舞おうと分

配上の望ましい帰結が導かれる、という想定は楽観的に過ぎるのではないか、

というのがそもそもの彼の問題意識なのである。この点から見れば、彼の一

連の取り組みは、理想の貫徹を要求するものというより、むしろ現実社会に

横たわる最も困難な問題に正面から取り組むことを、つまり現実を重視する

ことを要請するものであると言える。〔この点については拙稿 iG.A.コー

エンによるアマルティア・セン批判の背景 一一一自由をめぐる対立と正義の

状況一一一Jr倫理学j(29号)71 ~ 84頁の 4章参照〕さらに、多くの現実的

要素を組み込んだ漸進的な社会改革の理論がときに、改革の目的に照らして

看過しえない不正を苧んだ現実まで所与とし、その根本的な解決を避けよう

とする現実逃避的な性格を帯びることもありうる。これらを踏まえれば、人々

の利己的な行動を改革の対象とするか、所与の事実とするか、という一面の

みに注目して、その観点からコーエンを理想主義的あるいは「ユートピア的」

〔松元 (2012)137頁〕と捉え、ロールズを現実主義的と見なす氏の解釈は、

両者の対立を過度に単純化し、その真相を見失わせるおそれがあるものだと

言える。

幸喜

本稿ではまず、 1章から 2章前半にかけてコーエンのロールズ批判を詳細

に検討する中で、ロールズの理論の内部に重大な不整合が存在すること、そ

してその不整合を回避しようとすれば、人々の日常的な選択を正義の主題に

含めざるをえないことを明らかにした。次に 2章後半では、その批判から導

き出されるコーエンのエートスに関する主張を踏まえ、エートスとは何か、

またそれはどのような過程を通じて人々を正義に適った選択へと導くのかと

いう問題に関して一定の解釈を提示した。さらに 3章では、理想lと現実とい

う観点からコーエンの議論を解釈する松元 (2012) を批判的に検討すること

で、コーエンの真意をより明確にすることに努めた。
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ところで、基本構造の内部で人々が行う選択がしばしば分配上の帰結に甚

大な影響を及ぼすことは、コーエンの議論を侠つまでもなく明白であるよう

に思われる。例えば、格差原理に基づく税制度の下で、主要な企業の幹部が

軒並み、「これ以上働けば所得税率が上がり、追加的な税を払わなければな

らなくなるから、そんなことになるくらいなら余暇に多くの時間を割こう」

と選択したら、税収は減少し、それによって恵まれない人々に対する再分配

政策のための予算も減額されるだろう。また社会全体の生産規模が結ノj、し、

それが人々の雇用や賃金に悪影響を与える可能性もある。つまり、その選択

は基本構造の内部でなされるものではあるが、社会の他の成員の暮らし向き

に明らかな影響を及ぼすのである。人々の選択がときにこのような影響力を

持つことは容易に想像でき、ロールズがこの点を見落としていたとは考え難

い。むしろ彼は、日常的な選択の影響力について、またその影響力を放置す

ることで生じる分配上のリスクについて十分承知の上で、それでもなお基本

構造の正義に固執していたのではないかと思われる。

ここから、ロールズはそもそも、分配上の帰結が正義に適っているか否か

ということにコーエンほどには関心がないのではないか、という推測も成り

立ちうる。つまりコーエンとロールズで、は、追求する正義の内容に根本的な

相違があると考えられるのである。そして、コーエンはそのことを十分に認

識していた。 [Cohen2000 pp. 130-1]だからこそ彼は、本稿で取り扱った議

論を提示した後、新たに、ロールズ的正義を特徴づける構成主義に対する批

!j=1jへと向かうのである。 [Cohen2008J したがって、ロールズの正義の理論

に対ーするコーエンの一連の取り組みの全体像についてより深く理解するため

には、その批判の内容を検討し、両者の根本的な対立点を浮き彫りにしなけ

ればならないが、その点は今後の課題とする。
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拙稿 iG・A・コーエンの分配的正義の構想 一一アドバンテージとアクセスー-Jr哲学・

思想論叢j(30号)15 -29頁参照〕
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I:lJ ただし、税率の引き Jこげに伴うパフォーマンの低下が;寄者自身の選択によらない不可

避の事態であるケースもありうる。その場合富者が高税率の下で高いパフォーマンスを維

持することは不可能なのだから、彼が自らの行動に関する事実的前提を真たらしめている

とは言えなくなる。コーエンはこうしたケースが成立する可能性があるのは、高度の I~I 己

統制j を要する労働に従事し、そのために襟準的な労働者より I高官lfi な余1l1!i1を必~:とする人が、

高税率の下ではそうした余1111の資JFJを賄えない場合と、高税率の iごで、高い報酬への期待が

裏切られたことによる失望が仕事の障害となる場合であると言う。その 1:で彼は、前者に

関しては、高額の報酬を得ている人はたとえ税率が上がったとしても必姿な余暇の費用を

lHIいうる程度の所得を維持できるはずだと指摘し、また後者についても、高報酬への期待

は社会状況に応じて移り変わる慣習を反映したものであるから、不平等の11二当化の可否を

棋本的に検証するというここでの試みに!照らしてそれを考慮することは適切でないと述べ

る。つまり、いずれの場合も税率の引き上げによって高いパフォーマンスの維持が不可能

になるケースとしてふさわしくない、というのがコーエンの見解である。 CCohen1992 pp 

287-91]彼は以上の考察を踏まえ、税不の引き上げによって富者のパフォーマンスが低下

するのは彼自身がそのように意思するからである、と結論づける。 Cibid，p. 293J 

(.1) ただし、この議論に対しては次のような反論が可能であるように忠われる。すなわち、

ここで想定されている1有者は絡差原理が採用された社会の住人であり、その社会で、は格差

原理Hの働きにより;極端な不平等は回避されているのだから、そこでなされる;訂者のインセ

ンティブ選択はすべて、内在的HiIJ約を抱える当該の権利によっても十分擁護可能なもので

ある。残念ながら、コーエンはこの予想される反論に対して何も答えていないが、以下に

示すウィル・キム J)ッカの指摘によってコーエンの議論を補えば、 l~_ ~己の反論を退けるこ

とは可能で、ある。その指摘とは、格差原理!は{J"{11かに生来の資質や社会的環境といった恐意

的な要素が分配上の);(;~~をもたらすことを極力避けようとする試みで、はあるが、その原理

に基づく円分配の註接の対象となるのは社会的基本財(Jミー体的には権利、機会、所得、富

など)に限られるため、 CRawls1999 p. 54J恋意的な要素の影響が完全に排除されるわけ

ではなく、格差出〔理の下であっても各人が享受する生活の質の111}に深刻!な不平等が生じる

可能性は 1-分にある、というもので、ある。 CKymlicka2002 ch.3 sec.3J 

日) この傾向は、例えは、 2011年度の育児休暇のl説得率が女性で、は約 90%に上る一方、男

性では 3%にも iiMjたないこと、さらに 2005年から 2009年の!日1に第一子を出産した友性の

4 iHIJ以上が出産を契機に退職していることなどに如実に示されている。〔詳しい数値に関し

ては r24年度版厚生労働白書 資料品hlfj173貰参照〕

(t)) コーエンは、この選好の形成過程には各人の意思の{引きから独立した[""!(f;"tl: (feelings) J 

や[""(心理的)傾向 (inclinations)Jが作用するという見方を支持する。 CCohen 1989 p 

929 footnote 46J さらに彼は、各人の選択を特定の方向に向かわせる背景を構成する選好

の存在を強調しでもいる。 Cibid，p. 929J本節における社会的エートスについての考察は、

選好にi均する以上のコーエンの見解を踏まえたものである。

(7) 以上の 2つの段落における考察に関してはj接関 (2007)の議論から重要な示唆を得た。

CI可論文 165 ~ 6頁〕しかし、「コーエンは特段、エートスによる選好構造の変容と規範

意識の変容とをi玄別していないJC向論文 168頁 註 18J と述べるとき、氏はコーエン

的エートスがもたらす選好から選択、そして選択から規範へと続く連鎖的な影響関係をト

分に理解していないように思われる。

IS) 以上のコーエンの戦111告に関しては、ロールズを支持する立場から、本来自由に行われ

るべき各人(とりわけ才能に恵まれた富者)の日常的選択の領域に不当に介入する fソフ

トな全体主義jを招く、という反論が提示されている。〔藤岡 (2007)165 ~ 6頁〕しかし、

I~I ilJの擁護という観点からコーエンの主張を否定し、ロールズの立場を支持することは欺

11能的である。というのも、正義の原理の適用m目立jを各人の日常的な行為にまで拡大させる

ことは、社会の成員の-;*11が被っている不条理な 1~1111 の侵害の是正に時実に結びっくから
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である。ロールズによれば、格差原理は、生まれ育つ環境や先天的な資質なと守の各人にと

って選びょうのない恋意的な要因が、彼らの暮らしi向きに不平等な影響を及ぼすことを是

正しようとする試みである。 CRawls1999 p. 87J しかし、格差原理Ilが採用された社会にお

いても、異なる社会的背景や資質を有する人々のlHiで深刻な絡差が生じる可能性は十分lこ

ある。〔本稿注 4参照〕そのとき、一部の不運な人々は(自らの過失や定、'慢のせいではな

いという意味で)不当に狭い実質的な自由一一一ここでは、人が日々の暮らしにおいて自分

のしたいことやすべきだと考えることを実際にできること、と規定しておくーーの範閣を

甘受しなければならないが、この理不尽な自由の抑制は、エートスの改変を通じて才能に

恵まれた人々の正義に適った振る舞いを促進することで、 19~ らかに改善可能である。した

がって、コーエンの主援を自 11:1の保護という観点から批判する者は、実は、(1若者の)私

的領域を侵されない I~I 13'1の方が(恵まれない人々の)実質的な自由に優位するということ

を表明していることになる。しかし、 H.L.A ・ハートが指摘するように、 I~j 由の名の下

にある種の自由を 7JiJの自由に優先させることなどできないのだから、〔笹浮(1993) 137-

40頁〕結局、当該の批判者は自身が依拠するはずの1i1li1砲の外側にある何かを11奇に前提とす

ることで、この批判を行っていると言える。
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(その・たつや 筑波大学大学院博士課程

人文社会科学研究科 哲学・忠想専攻)
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